
































































（２） “THE RESPONSIBILITY TO PROTECT”, REPORT OF THE INTER-

































































































（５） 国連文書 A/63/677　“Report of the Secretary-General: Implementing the 
 responsibility to protect, Follow-up to the outcome of the Millennium Summit,
 Integrated and coordinated implementation of and follow-up to the outcomes of the




















































































（10） R2Pの正念場と見る意見、Ramesh Thakur、“UN breathes life into ‘respon-
sibility to protect’” http://www.thestar.com/printarticle/957664など、また、紛争
激化になるとの見方は、The Economist, “Responsibility to Protect, The Lessons 
of Libya”, May 21st. 2011
７．
このような経過が今後の国際関係にどのような影響を及ぼすであろう
か。
保護する責任の履行の際に主権の一部が制限されることが正当化された
意味は大きく、欧米先進国からみれば一歩前進と言える。
しかし、今やリビアと同様の事態になりつつあるシリアについてはどう
対応するのかという喫緊の問題がある。2011年 10月4日、安保理は、英、
仏、独、ポルトガルが提案した、シリア政府に市民に対する武力行使の停
止を求め、表現の自由など基本的人権を認めて反政府側と交渉による解決
をはかることをよびかけるとともに、30日以内に憲章41条の措置（経済
制裁措置）を含むオプションを検討する用意があるとする決議案を採決
し、米国を始め9カ国が賛成、4カ国が棄権であったが、ロシアと中国が
反対したため、否決された。基本的人権の重大な侵害に対する懸念を表明
しているが、保護する責任には直接言及していない案文でも露、中は拒否
権を行使したのである
（11）
。これには、シリアも含めて民主化が進めば、現実
問題として、パレスチナ問題について「民衆の声」を無視できなくなり、
イスラエル周辺諸国の政権が反イスラエルの強硬方針を採らざるを得なく
なり、地域の平和と安全がむしろ脅かされる可能性もあるという複雑な背
景がある。
さらには、北朝鮮の状況、ロシアや中国における少数民族「弾圧」につ
いてはどうかという問題がある。両国とも自国内の事例については拒否権
を発動するであろう。途上国側は、いずれにせよ国内問題についてリビア
のような国際社会からの介入は排除したいのが本音であり、P-5の国内問
16 （803）
題には R2Pが適応されないのであればダブルスタンダードだと非難しつ
つ、全般的にR2Pを発動することに後ろ向きになると思われる。
このように、R2Pの履行にはまだまだ解決すべき多くの課題があり、当
面リビアのケースが例外的なケースにとどまることも考えられる。
なお、R2Pは、人間の安全保障の1側面であると見ることができよう
が、人間の安全保障に関する事務総長報告（2010年 3月）においては、
「武力行使は人間の安全保障の適用には予想されていない」として R2Pと
区別している。日本としては、R2Pのための武力行使に参加することには
制約があるが、今後の国連活動への参画の観点から検討を要するところで
あり、少なくとも関連する難民支援などには人間の安全保障の観点から一
層の協力が求められると考える。
註
（11） 安保理のプレス発表、SC/10403
（2011年 10月 20日記）
